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要請書（回答） 

１ 小規模基本法を生かした小規模企業振興基本条例を制定し、小零細業者を含

めた委員による審議会を設置すること。「地方版総合戦略」に中小商工業者の

声を反映させ、住宅リフォームや商店リニューアルへの助成制度を創設する

こと。また、小規模事業者登録制度を制定し、地元の小零細業者への仕事起

こしへの予算を増やすこと。 

【回答】（産業経済部商業振興課 担当）

 小規模企業者を含めた中小企業が地域経済の発展に重要な役割を果たしている

という事実に鑑み、本市では平成２５年４月に苫小牧市中小企業振興条例を施行し

ております。条例制定後は「苫小牧市中小企業振興審議会」を設置し、有識者・支

援団体職員や小規模企業の経営者等を委員として迎え、小規模企業者を含めた中小

企業者の課題解決に向けた具体的な支援方法の検討など、様々な角度から議論して

いただいております。また、現在審議会では平成３０年度から施行予定の(仮称)苫
小牧市中小企業振興計画について審議しておりますが、本計画においても小規模企

業者についてどう反映できるか検討しているところであります。

なお、商店のリニューアルについては、平成２８年度から店舗改装費補助事業を

実施し、利用いただいているところです。

今後も関係団体等との連携、協力に努め、小規模企業者・中小企業者への効果的

な振興施策を実施していきたいと考えております。 

【回答】（都市建設部建築指導課 担当）

 苫小牧市では、平成１４年度から住宅耐震・リフォーム支援事業を行っておりま

す。この事業は、住宅のリフォームに必要な資金を金融機関から融資を受けた市民

に対し、その利子の一部を上限 1.5%まで利子補給金として補助するものです。融
資限度額は、耐震改修工事を伴うものが 650 万円まで、耐震改修工事を伴わない
ものが 500万円までとなっております。
 次年度につきましても事業の継続を検討してまいります。

【回答】（財政部契約課 担当）

小規模事業者登録制度につきまして、登録資格の認定方法、契約内容の履行の確

保など、適正な制度の運営方法を整備する必要があり、また、既存の登録業者への

影響など、多方面の検討が必要と考えておりますので、直ちに実施することは難し
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いと考えております。 

地元企業の優先活用等を定めた苫小牧市公契約基本方針に基づいて地元企業の

受注機会の拡大に努めてきたところであり、今後も継続してまいりたいと考えてお

ります。 

２ 中小企業の創業や資金繰り、事業継承の要求に応える施策を充実させ、中小

業者の事業継承の為の融資制度や利子補給制度を創設すること。小企業家族

経営の実態調査を行うこと。 

【回答】（産業経済部商業振興課 担当）

 中小企業者の創業につきましては、平成２７年度より創業希望者を対象とした

「苫小牧市創業サポート事業」を実施しており、商工会議所・男女平等参画推進セ

ンターと協力し年間３クール、セミナーを開催しております。セミナー受講者には

年度内の創業を条件に、最大 30万円の補助金制度を設けており、商工会議所のサ
ポートと併せて創業者の支援を行っております。

中小企業者のための資金繰りについては、市融資制度を整備しており市内金融機

関との協調融資によって、資金提供の円滑化を図っております。本制度では融資対

象、融資枠、信用保証などの融資条件を中小企業者に有利に設定し、公的資金とし

ての役割を果たしております。

中小企業者の事業承継については、中小企業振興審議会でもその重要性を認識し

議論のテーマとしているところであり、その議論を踏まえて、市も関係団体と連

携・協力し事業承継の円滑化を図れるよう検討しているところです。

利子補給については現在市では実施しておりませんが、小規模企業者の負担軽減

を図るため、小規模企業経営改善資金を借入れる際の借入債務を保証する信用保証

料の一部を市が補給しております。

今後も、小規模企業者を含めた中小企業の経営基盤の強化及び経営の安定・向上

のため、必要な資金供給・制度の充実などを図っていきたいと考えております。
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３ 自治体及び住民負担増が懸念される国民健康保険の都道府県化に反対し、自

治体独自減免制度を拡充すること。

【回答】（市民生活部国保課 担当）

この度の国民健康保険の都道府県化は、国民皆保険制度の根幹をなす国保制度を

より安定的に運営するために、財政運営主体を都道府県が担い、窓口業務など細や

かな住民対応については、これまで同様に市町村が担うこととなっております。 

加入者に高齢者が多く、税収は少ないが医療費は高いことや小規模保険者と言わ

れる加入者が少ない自治体が多いなど、国民健康保険が抱える構造的な問題を解決

するための都道府県化となっていることを御理解ください。 

４ 生存権を脅かす強権的な徴収はやめること。納付には、徴収の猶予・換価の

猶予等を積極的に取り組み、国保税を引き下げ、短期保険証や資格証明書の

発行を中止するとともに、減免申請を積極的に認めること。

【回答】（市民生活部国保課 担当）

今後も税負担の公平性の観点から、法律に基づき適正な滞納整理を進めてまいり

たいと考えております。 

ただし、滞納されている方の中には、倒産などやむを得ない事情により収入が激

減する方もおられますので、御相談を受けた上で、条件に当てはまれば、減免や徴

収猶予の制度を活用してまいります。 

また、短期証や資格証は納期限内に納付されている方との公平性を図るものであ

り、発行すること自体を目的としているものではございませんので、これらの発行

数を減少できるよう努めております。 

税は、まずは納期限内に納付していただくことが原則でございます。止むを得な

い事情で納付困難となった際においては、これを放置することなく、まずは相談を

していただきますことを、貴会会員にも周知していただけると幸いです。 
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５ 国民にとってメリットもなく中小業者に重い罰則で管理実務と責任を押し付

けるマイナンバー制度は中止・廃止するよう国に要望し、利用拡大に反対す

ること。 

【回答】（総務部マイナンバー主幹 担当） 

マイナンバー制度は、公平・公正な社会の実現、国民の利便性向上、行政の効率

化を目的とした法令に基づく制度であり、自治体が国に対し制度の中止・反対等を

要望することは難しいものと考えております。 

なお、市ではマイナンバーを取り扱う民間事業者における特定個人情報の管理に

要する負担の軽減につきまして、全国市長会を通じ、国において十分な支援を講ず

るよう要請しているところでございます。 

６ 公契約条例を制定し、設計労務単価や消費税分、社会保険料等が、工事に参

加する全ての業者にいきわたるようにすること。 

【回答】（財政部契約課 担当）

本市では、平成２４年４月に公契約条例に代えて苫小牧市公契約基本方針を策定

しており、この基本方針に基づき、市場実態を反映した予算額や予定価格の設定、

最低制限価格の設定を通じて、受注者の適正利益を図っています。 

また、設計労務単価についても社会保険料相当額を反映しており、契約締結時に

は、社会保険料相当額を適切に含んだ価格での下請契約の締結を徹底するよう要請

しており、適切な契約締結と労働者の処遇改善を図っています。 

なお、平成２８年度には本市発注建設工事の下請業者（二次以降の下請業者も含

む。）を対象に下請契約等実態調査（アンケート調査）を実施しており、今後も元

請・下請関係の適正化に取り組んでまいります。 

７ 地域生活環境を悪化させギャンブル依存症を増やすなど、青少年教育に弊害

のあるＩＲ誘致に反対の声を上げること。 

 【回答】（総合政策部国際リゾート戦略室 担当） 

 現在、国のＩＲ推進本部において、ＩＲ実施法について議論されており、世界中

の様々な規制の中でも厳しい国の規制を参考として、世界最高水準の規制を導入し、
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クリーンなカジノを含んだ魅力ある「日本型ＩＲ」を創ることを目指しております。 

 また、政府は、ギャンブル依存症等の対策について、平成２９年６月１３日にギ

ャンブル等依存症対策基本法案を国会に提出し、今年の夏頃を目処に取りまとめる

ことを示しております。 

 このギャンブル等依存症対策基本法案の中では、既存の各公営ギャンブルについ

ての具体的な対策や実施方法についても示されており、ギャンブルが社会に与える

問題やリスクを最小限に抑制するとともに、既存の各公営ギャンブルで苦しんでい

る方の対策も講じられるものであると認識しております。 

 本市としては、人口が減らないまちを目指すために、ＩＲにチャレンジをしてい

るところでございますが、ギャンブル依存症対策はもちろんのこと、治安の維持、

さらには子どもたちの健全育成についても大変重要な責務があると認識しており

ます。 

 今後、市としましては、国において進められているギャンブル等依存症対策の動

向を注視するとともに、ギャンブルが社会に与える問題を最小限に留め、子どもた

ちをはじめ市民が安心・安全で快適に暮らすまちを創っていくために、具体的な対

策や活動に取り組む必要があると考えております。 


